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■令和７年度第２回かつらぎ町地域公共交通活性化協議会　出席者名簿

番号 役職 所　　　　属 職　　名 委員氏名 役割

1 会長 かつらぎ町 参事 藤上　勝海
町としての方針を提示する
地域活性化やまちづくり等の立場から発言する

2 和歌山バス那賀株式会社 取締役社長 佐伯　一也
代理出席
常務取締役　森川　圭治

公共交通運行の当事者として助言する

3 有田鉄道株式会社 取締役社長 川村　健一郎
代理出席
業務営業統括本部長　得津　佳孝

公共交通運行の当事者として助言する

4 株式会社有交紀北 代表取締役 西脇　正宜 公共交通運行の当事者として助言する

5 公益社団法人和歌山県バス協会 専務理事 森下　清司 公共交通運行の当事者として助言する

6 一般社団法人和歌山県タクシー協会 会長 豊田　英三
代理出席
事務局長　中村　有紀子

公共交通運行の当事者として助言する

7 和歌山バス那賀労働組合 委員長 坂前　吉信
労働条件及び労働環境の観点で助言する
運行の実情を伝える

8 監査
和歌山県地域振興部地域政策局
総合交通政策課

課長 石井　宏紀
代理出席
主査　尾藤 道隆

市町村の境界を越えた広域的な視点で助言する

9 和歌山県伊都振興局　建設部 部長 前　文仁 道路管理上の観点から助言する

10 かつらぎ警察署 交通課長 永長　雅史 交通保安上の観点から助言する

11 かつらぎ町コミュニティバス運営委員会 会長 櫻井　邦男
日頃から感じている利用する上での課題、困ったことを伝える
地域の観点から、公共交通に関する課題や必要な取り組みを提案
する

12 かつらぎ町コミュニティバス運営委員会 副会長 田村　哲男
日頃から感じている利用する上での課題、困ったことを伝える
地域の観点から、公共交通に関する課題や必要な取り組みを提案
する

13
国土交通省近畿運輸局
和歌山運輸支局

首席運輸企画専門官 明石 久則 地域の公共交通のあり方について助言する

14
国土交通省近畿運輸局
和歌山運輸支局

首席運輸企画専門官 川村 昌光 地域の公共交通のあり方について助言する

15 西日本旅客鉄道株式会社和歌山支社 副支社長 芹川　至史 代理出席　久木原　嵩彬 公共交通運行の当事者として助言する

16
国土交通省近畿地方整備局
和歌山河川国道事務所

総括地域防災調整官 井田 卓 道路管理上の観点から助言する

17 監査 かつらぎ町社会福祉協議会 局長 山本　幸則 福祉の観点から助言する

18 大阪工業大学 准教授 西堀　泰英 学識経験者の観点から助言する
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かつらぎ町地域公共交通活性化協議会設置要綱 

 

 
 （目的） 

第１条 かつらぎ町地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）は、

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）の規定に基づき、地域における需要

に応じた住民の生活に必要なバス等の旅客輸送の確保その他旅客の利便の増

進を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる事項を協議し、

又は地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号。

以下「法」という。）第６条第１項の規定に基づき、地域公共交通計画（以下

「計画」という。）の作成及び実施に関し必要な協議を行うため設置する。 
 （協議事項） 

第２条 協議会は、次に揚げる事項を協議するものとする。 

（１）計画の策定及び変更に関する事項 

（２）計画の実施に関する事項 
（３）計画の実施に係る調整に関する事項 
（４）前各号に掲げるもののほか、協議会の目的達成のために必要な事項 
 （構成委員） 

第３条 協議会は、次に掲げる団体及び個人で別表第１に掲げる委員をもって

構成するものとする。 

（１）かつらぎ町長又はその指名する者 

（２）法第２条第２号に掲げる公共交通事業者等及びその組織する団体が推薦

する者 
（３）住民又は利用者の代表 
（４）近畿運輸局和歌山運輸支局長又はその指名する者 
（５）道路管理者、県警察、学識経験者その他の協議会が必要と認める者 
 （組織運営） 
第４条 協議会に会長を置き、委員の互選により決定する。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総括する。 

３ 会長に事故がある場合には、あらかじめ会長が指名した者がその職務を代

理する。 

４ 協議会に監査委員２名を置く。 
５ 監査委員は、協議会の出納監査を行い、監査の結果を会長に報告しなければ

ならない。 
６ 協議会の事務を処理するため、かつらぎ町企画公室に事務局を置く。 

 （会議） 
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第５条 協議会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければこれを開くことができない。 

３ 委員は、会議を欠席する場合は、代理の者を出席させるか、委任状を提出し

て他の委員に表決を委任することができる。この場合において、当該代理出席

者は委員とみなし、委任状を提出したものは会議に出席したものとみなす。 
４ 協議会の議決の方法は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは、会長の

決するところによる。 
５ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、説明

又は助言を求めることができる。 
６ 協議会は、原則として公開とする。 
 （書面による決議） 
第６条 協議会は、会議の内容が軽微な場合又は緊急その他やむを得ない事情

により会議を開催することが困難であると会長が認める場合は、書面により決

議することができる。この場合において、前条第３項中「出席者」とあるのは、

「回答」と読み替え、その規定を準用する。 
 （協議結果の取扱い） 
第７条 協議会において協議が調った事項について、関係者はその結果を尊重

し、当該事項の誠実な実施に努めるものとする。 

 （部会） 

第８条 協議会は、第２条各号に掲げる事項について専門的な調査、検討を行う

ため必要に応じて部会を設置することができる。 

２ 部会の種類は、次に掲げるとおりとする。 
（１）道路運送法施行規則（昭和２６年運輸省令第７５号）第４条第２項に規定

する地域公共交通会議として設置される部会 
（２）道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第９条第４項に規定する協議会

として設置される運賃協議会として設置される部会 
（３）その他専門的な調査、検討を行うために設置される部会 
３ 部会の設置に際し、組織、運営その他必要な事項は会長が別に定める。 

 （財務に関する事項） 

第９条 協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長が

別に定める。 

 （軽微な事項に関する取扱い） 
第１０条 協議会において協議が調った事項についての軽微な変更に関する取

扱いについては、和歌山運輸支局等と事前調整の上、意見照会をもって議決に

代えることができるものとする。 

 （その他） 
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第１１条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、

会長が協議会に諮り定める。 

 
   附 則 

 この要綱は、令和７年３月１９日から施行する。 

 この要綱は、令和７年６月１８日から施行する。 
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別表第１（第３条関係） 

 

協議会委員 
   

かつらぎ町 

  和歌山バス那賀株式会社  
  有田鉄道株式会社  

株式会社有交紀北    
社団法人和歌山県バス協会  

  社団法人和歌山県タクシー協会  
和歌山県交通運輸産業労働組合協議会 

かつらぎ町コミュニティバス運営委員 
  国土交通省近畿運輸局 和歌山運輸支局 

  和歌山県地域振興部地域政策局 総合交通政策課 

  和歌山県伊都振興局 建設部 
  かつらぎ警察署 

  西日本旅客鉄道株式会社和歌山支社 
  和歌山河川国道事務所 

  かつらぎ町社会福祉協議会 
  学識経験者 
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